
様式第２２号

	正
	開発行為許可申請書

	都市計画法第29条第１項の規定により、開発行為の許可を申請し
ます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
三田市長　　　　　　　　あて
　　　　許可申請者　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

         　　     　　氏　名                              　　　
                  　　電　話（　　　　　） 　      －     　　　番
	　　※　手　数　料　欄

	
	開
発
許
　可
	自己の居住用
	　　　　　円

	
	
	自己の業務用
	　　　　　円

	
	
	そ 　の 　他
	　　　　　円

	 開
 発
 行
 為
 の
 概
 要
	１．許可申請者住所・氏名
	

	
	２．開発区域に含まれる
　　地域の名称
	

	
	３．開発区域の面積
	      　　　　　　　　　                  ㎡

	
	４．予定建築物等の用途
	

	
	５．工事施行者住所・氏名
	

	
	６．工事着手予定年月日
	     　　　　　年　　　月　　　日

	
	７．工事完了予定年月日
	     　　      年　　　月　　　日

	
	  　自己の居住の用に供するもの、
８．自己の業務の用に供するもの、
    その他のものの別
	

	
	９．法第34条の該当号
　　及び該当する理由
	

	
	10．その他の必要な事項
	

	 ※　受付番号
	 　　　　年　　月　　日　　　　第　　　　　　　号

	 ※　許可に付した
　　 条　　　　件
	

	 ※　許可番号
	 　　　　年　　月　　日　三田市指令三開第　 　－　   号 （　　　）

	    ※上記申請について審査の結果適合しているので、法第35条の規定により条件を付して
　　　許可し、あわせてこの旨を申請者あて通知してよろしいか。　

	      ※　　決　　　　　裁　　　　　欄
	　※　合議欄
	　担　当　者

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　※は、記入しないでください。

（申請書裏面）
	手数料　貼　付　欄

	

	 　面　　　　　　　積
	0.1ha

未　満
	0.1ha

  ～
 0.3ha
	0.3ha

　～
 0.6ha
	0.6ha

  ～
 1.0ha
	1.0ha

  ～
 3.0ha
	3.0ha

  ～
 6.0ha
	6.0ha

  ～
10.0ha
	10.0ha

以　上

	開発
許可
	(a) 自己の居住用
	 8,600
	22,000
	43,000
	86,000
	130,000
	170,000
	220,000
	300,000

	
	(b) 自己の業務用
	13,000
	30,000
	65,000
	120,000
	200,000
	270,000
	340,000
	480,000

	
	(c) そ 　の 　他
	86,000
	130,000
	190,000
	260,000
	390,000
	510,000
	660,000
	870,000


	※　　意　　　　　　　　見　　　　　　　　欄

	


	副
	開発行為許可通知書


	　※　都市計画法第29条第１項の規定により開発行為について、下記の条件を付して許可したの　　で通知します。
  三田市指令三開  第１－　号（　）
              　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三田市長　   　　　　　　　印                                                                                  

	 開
 発
 行
 為
 の
 概
 要
	１．許可申請者住所・氏名
	

	
	２．開発区域に含まれる
　　地域の名称
	

	
	３．開発区域の面積
	  ㎡

	
	４．予定建築物等の用途
	

	
	５．工事施行者住所・氏名
	

	
	６．工事着手予定年月日
	

	
	７．工事完了予定年月日
	

	
	  　自己の居住の用に供するもの、
８．自己の業務の用に供するもの、
    その他のものの別
	

	
	９．法第34条の該当号
　　及び該当する理由
	

	
	10．その他の必要な事項
	

	※
付
加
条
件

	


備考　※印のある欄は記入しないでください。　
      １．「開発区域に含まれる地域の名称」の欄は、字、地番等、できるかぎり多く列記してください。
 　　　２．「開発区域の面積」の欄では、小数点第３位切り捨てた数値を記載してください。
　　　 ３．「予定建築物等の用途」の欄は、住宅、共同住宅、店舗、○○工場と具体的に列記してください。　　　
      ４．「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請にかかる開発行為が市街化調整区域内において行われる場合に記載してください。
      ５．「その他の必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法、その他の法令による許可認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載してください。
      ６．申請書には申請者の印鑑証明書を貼付してください。

